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　前章までで，対外政策決定者の脅威認識より
も早いタイミングで対外行動と「情報欲求」が
同時に徐々に変化する仮説を検証するために，
1982 年から 1992 年 5 月までの北朝鮮核危機に
至るまでの米国の対北朝鮮政策を考察した．本
号では，1992 年 5 月から 1994 年の米朝枠組み
合意までの動向を検証する．

Ⅲ　�1982年から1994年までの米朝関係における
米国の対外政策決定者の脅威認識，「情報欲
求」，対外行動の相関性の検証

⑸��第 4区分：核査察による北朝鮮の核兵器開発
の露呈（1992年 5月から1993年 3月まで）

① �IC の活動：北朝鮮の核開発の「能力」・「意
図」の確信と脅威の様態への関心

　IAEAは，1992 年 5 月，初めて北朝鮮に対
する保障措置を実施するために査察官を寧辺核
施設へ派遣し，通常査察1）を実施した．以後，
合計 6回にわたって北朝鮮に対して通常査察を

対外政策決定者の脅威認識と「情報欲求」（3・完）
── 1994 年の朝鮮半島核危機を巡る米国の対外政策決定過程から──

田　　中　　啓　　介

　　　　　　　　　
1）通常査察は，申告施設ごとに原子力活動が

軍事転用されていないことを定期的に確認するた
めに実施される．原則として IAEAが立入査察で�
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実施することになり，ICは，IAEAから提供
されるインフォメーションからこれまでの北朝
鮮の核兵器開発に関する「情報」の内容を検証
し，さらに正確なプロダクトを生産することが
可能になった．
　IAEAは 1992 年 5 月，7月，8月に北朝鮮の
寧辺核施設に対して 3回の通常査察を実施し
た．5月中旬，ブリクス IAEA事務局長を含む
代表団が 1回目の通常査察の準備のために訪朝
し，初めて寧辺核施設の再処理施設を訪れた際，
再処理施設は 8割程度しか完成しておらず，内
部の設備は 4割程度しか全面生産できる態勢に
なっていなかった．IAEA当局者は，再処理施
設の内部設備は「極めて初歩的」な段階であり，
核兵器生産に必要なプルトニウム量を製造する
にはほど遠いと評価した．これは米国の「情報」
と異なる評価であった（オーバードーファー，
2002年，315─137頁）．
　しかし，ICは，再処理施設建設の進捗状況が
「極めて初歩的」な段階であるとのインフォメー
ションによって，北朝鮮の核兵器開発の「能力」
に対する評価を変更しなかった．CIAは IAEA
が通常査察の準備のための訪朝を終了した直後
に分析資料を作成した．それによると，CIAは，
北朝鮮が IAEAに対して再処理施設建設の必
要性・正当性を主張しているが，そもそも北朝
鮮の初歩的な核計画には再処理施設は必要ない
と評価している（CIA，1992 年⑤）．この分析は，
再処理施設の実際の進捗状況がCIAの評価よ
りも初歩的な段階に留まっていたとしても，北
朝鮮の核計画にとって本来必要ない再処理施設
を建設しているという事実を強調し，北朝鮮が
核兵器開発「能力」を将来確実に保持するとの

評価への補強として意味付けられる．
　さらに，ICは，IAEAの通常査察の結果な
どのインフォメーションの収集によって，北朝
鮮に核兵器開発の「意図」が存在することをほ
ぼ確定するに至った．
　IAEAは，1992 年 8 月までの 3回の査察で，
北朝鮮がプルトニウム抽出作業を 89 年，90 年，
91 年に実施した可能性を指摘し，北朝鮮がプ
ルトニウムを申告以上に保有していると判断し
た．加えて，ICは，査察の合間の 1992 年 8 月
に，北朝鮮が廃棄物保管施設を隠すために労働
者が忙しく泥土を塗ったり，多くの低木や樹木
を植えたりする様子を偵察衛星によって把握し
た．これらから，ICは，北朝鮮が核計画を隠
蔽しようとしている事実を明らかにしたのであ
る（オーバードーファー，2002 年，317─319，
323 頁：キノネス，2000 年，49 頁）．
　特にCIAは，北朝鮮の核兵器開発の「意図」
を強く意識し，最悪のケースを想定した見解
を示していた．CIAは，国防総省の国防情報
局（DIA）の支持を背景に，北朝鮮はこれまで
の強硬的な対外政策を転換するように見せかけ
ながら，陰では核兵器を含む大量破壊兵器の開
発を追求・使用するという二面性のある政策を
採っていると主張した．CIAの分析に対して，
国務省の情報調査局（INR）は，北朝鮮は徐々
に外部世界に向けて門戸を開放し，将来的には
国際社会の一員となる政策を追求していると，
CIAとは正反対の評価を示したが，CIAの評
価が対外政策決定者で最も広範な支持を集めて
いった（キノネス，2000 年，52─53 頁）2）．
　この CIAの見解は，第 3区分で示した 1991
年以降の分析資料からも伺えるが，第 4区分で
は，北朝鮮が将来的に査察を拒否することを前
提に，査察拒否後の北朝鮮の対外政策の行方に
焦点を当てて分析していることが分かる．CIA

（646）

　　　　　　　　　
きるのは申告施設のみだが，通常査察のみでは軍
事転用されていることを確認できない場合に備え
て特別査察が可能である旨規定する必要がある．
特別査察には，IAEAが追加情報を入手するため
に非核兵器国の同意を得て申告施設以外の場所や
情報にアクセスすることも含まれる（青木，1997
年，50─51 頁）．

　　　　　　　　　
2）この要因として，CIA長官が議会の公開審

議の場で公表し，世論を喚起したことが挙げられ
る（キノネス，2000 年，53 頁）．
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は，1992 年 11 月の資料で，北朝鮮が廃棄物保
管施設にプルトニウム抽出に関する不正の証拠
を隠蔽していることはほぼ確実であると評価
し，今後の IAEAの査察によって北朝鮮の疑
惑が晴れる見込みはないことから，北朝鮮政府
内の穏健派の影響は減少していると分析してい
る（CIA，1992 年⑥）．翌 12 月の分析資料で
は，北朝鮮は 1991 年 12 月以降，対外姿勢を軟
化することで実利を追求する方針を採用してき
たが，IAEAの査察の効果を読み誤り，その結
果として米韓軍事合同演習「チーム・スピリッ
ト」の再開が決定されたため，再び強硬姿勢に
転換したと分析している（CIA，1992 年⑦）．
　以上のように，ICは，核計画の隠蔽作業に
よって北朝鮮が IAEAの保障措置を糊塗する
動きが明確になったことから，北朝鮮政府内部
の動静に焦点を当てた，これまで以上に核兵器
開発の「意図」の存在を意識した「情報」を生
産した．これは，第 3区分よりも直接的に「意
図」の解明に注力したものであった．そのため，
ICが，1992 年後半に，核兵器開発「能力」の
みならずその「意図」が存在すると認識したと
理解できる．
　これらの北朝鮮の査察拒否後の行動予測分析
は，ICが，「能力」・「意図」の解明という意味
だけでなく，北朝鮮が核兵器開発を推進するこ
とを前提とした場合の脅威の様態を分析してい
るとも読み取れる．さらに，1993 年 2 月にウ
ルジーCIA長官が「北朝鮮は最小限 1個の核
兵器を製造できるプルトニウムをすでに確保し
ている可能性が高い」と上院議会で発言した．
これは ICは北朝鮮が核兵器開発の時期という
具体的な脅威の様態に踏み込んだ見解と評価で
きる．
②対外行動：「チームスピリット」の再開
　第 4区分は，IAEAが保障措置協定に基づい
て北朝鮮に対する査察を実施し，北朝鮮の核計
画が徐々に明らかになった時期である．さらに，
米国の政権が共和党から民主党へ交代する時期
でもあった．しかし，対北朝鮮政策においては

クリントン大統領の就任以降も大きな変更はな
く，北朝鮮に対する抑止政策を基調として，国
際的圧力で核計画を廃棄させる方針を継続し
た．
　米国は，査察の効果的な実施のために，寧
辺核施設に関する「情報」を IAEAに提供し
た3）．その「情報」を基に，IAEAは，1992 年
5 月以降北朝鮮に対して通常査察を実施した
が，その査察によって北朝鮮が事前に申告した
核計画の内容の矛盾を把握し，さらに北朝鮮が
未申告の核兵器物保管施設を隠蔽する作業を
行っていることを察知した．その状況に加え，
南北間の相互査察の実施に向けた交渉でも進展
が見られないことから，米韓の国防相は，1992
年 10 月，1993 年の米韓軍事合同演習「チーム・
スピリット」の準備の開始を発表した．これに
対して，北朝鮮は「核の脅威を行使しないとい
う米国の約束を破る挑発的な行動」と米国の対
応を非難し，1992 年 10 月下旬にすべての南北
対話を中止し，査察を拒否する姿勢を見せるな
ど，対外姿勢を硬化させた．一方，IAEAも強
気の姿勢を崩さず，1993 年 2 月，北朝鮮に対
して隠蔽を図った核廃棄物保管施設に対する特
別査察を 1ヶ月間の猶予の後直ちに認めるよう
要求し，北朝鮮がこれに応じなければ国連安全
保障理事会に査察問題を送付して制裁等の措置
を要請することを理事会で決議した（オーバー
ドーファー，2002 年，320─328 頁）．
　北朝鮮が米国に対する強硬姿勢を強め，査察
を巡って IAEAとの対立を深める中，米国政
府内では北朝鮮の核問題に対する関心が増大し
ていった．IAEAの査察が開始された当時，米
国の対外政策決定者のうち北朝鮮の核問題に強
い関心を持っているのは国務省朝鮮課を中心と
した東アジア専門家の小グループのみであっ

（647）

　　　　　　　　　
3）「情報」を生産することは ICの活動であるが，

対外政策決定者の指示の下，「情報」を国際機関な
どの他の主体に提供することは対外政策決定者の
活動の一部である．
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た．1992 年 7 月時点で朝鮮課に課長を含めて
わずか 5人しかスタッフを配置せず，そのうち
北朝鮮担当は 1人だけであったことからもそれ
が伺える4）．しかし，同年秋以降，IAEAの査
察に対する北朝鮮の不誠実な態度が明らかにな
るにつれて，政府内でも北朝鮮の核問題がク
ローズアップされ，地域的問題よりもグローバ
ルな問題として認識されるようになった5）．そ
れに伴い，対北朝鮮政策立案の中心は国務省朝
鮮課6）から核不拡散問題担当へ，責任者は朝鮮
課長から国務次官補，国務次官補代理などの高
官へ移行していった（キノネス，2000 年，51─
57 頁）．
　それと同時期の 11 月，米国では民主党の大
統領候補であるクリントンが現職のブッシュ大
統領を破り，翌 1993 年 1 月，第 42 代大統領に
就任した．クリントン政権は，これまでの対
北朝鮮政策の基本方針である抑止と国際的圧
力による対処を踏襲し，特に多角的外交を重視
した．これに対応して，米国，日本，韓国は，
1993 年 1 月下旬，北朝鮮問題に関する初めて
の 3か国協議を開催した．関係 3か国の代表が
一堂に会する会議の主旨自体が前例のないもの
であり，3か国会議開催を契機に 3か国は対外
政策の調整と協力関係を構築していくことにな

り，これが米国の対北朝鮮政策の中核を構成す
ることとなった．これに対して，北朝鮮の国営
通信社である朝鮮中央通信は，連日，3か国会
議を「三国間共同謀議」と表現し，即時中止を
訴え続けた．この事実から，3か国会議の開催
が北朝鮮を大きく動揺させていたことが明らか
になった（キノネス，2000 年，122─124 頁）．
　さらに，抑止政策の一環として，米国と韓国
は，1993 年 3 月，「チーム・スピリット」を実
施した．北朝鮮は，「国の北半分に対する奇襲，
先制攻撃を狙った核戦争の実験だ」との観点に
立ち，演習前日，全軍・全国民に対して「準戦
時態勢に入るように」と命令を下した．「チー
ム・スピリット」による米韓両軍の大規模な部
隊移動，大量の戦闘機の飛行などは北朝鮮に
とって強烈な印象を与えるものであった．こ
の「チーム・スピリット」の実施を契機に，北
朝鮮は，同月，NPT脱退を宣言するに至った
（オーバードーファー，2002 年，321・328─329
頁）．
③�第 4区分における脅威認識，「情報欲求」，対
外行動の相関性
　米国は，IAEAの査察によって北朝鮮の核兵
器開発の実態が徐々に明らかになった上，査察
に対する北朝鮮の不誠実な対応を目のあたりに
して，米国は北朝鮮の核兵器開発の脅威を高め
ていった（キノネス，2000 年，15・59 頁）．さ
らに，IAEAの査察によって更に確度が高まっ
た「情報」によって対外政策決定者がその「能
力」の将来的な保持とその「意図」の存在を確
信し，この結果，第 4区分において脅威認識が
「潜在的脅威」から「脅威」に転換した．
　「情報欲求」の重心は，第 3区分に引き続き
北朝鮮の核兵器開発の「意図」の解明に向けら
れたが，1992 年頃以降，CIAの分析資料やウ
ルジーCIA長官の言辞から，新たな要素とし
て脅威の様態の解明も含められていった．これ
は，IAEAの査察によって北朝鮮の隠蔽作業が
明らかになった上，国際社会に対する北朝鮮の
強硬姿勢が強まったため，対外政策決定者は北

（648）

　　　　　　　　　
4）国務省朝鮮課のスタッフは，1994 年末には

14 人に増員し，そのうち北朝鮮担当は 10 人であっ
た（キノネス，2000 年，42 頁）．
5）北朝鮮の核問題に対する懸念は政府だけでな

く連邦議会にも拡大した．1992 年 11 月，北朝鮮の
許鐘国連大使がワシントンDCを訪問した際，面
会した連邦議員，議会調査局（CRS）スタッフは
許大使に対して北朝鮮の IAEAへの対応を強く非
難し，許大使は大いに当惑した（キノネス，2000 年，
59 頁）．
6）1993 年秋当時の対北朝鮮政策立案の中心は

国務省朝鮮課であった．同課では長期間にわたっ
て対北朝鮮政策立案に関する会議を定期的に開催
し，同課長，副課長などのほか，情報調査局（INR），
軍備管理軍縮局，国防総省東アジア太平洋担当次
官補オフィスの関係者らが主に参加した（キノネ
ス，2000 年，51─52 頁）．
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朝鮮の核問題をグローバルなものとして認識す
るようになり，脅威の不確実性の「ニーズ」が
高まっていったことも原因に挙げられる（キノ
ネス，2000 年，55─57 頁）．
　米国の対外行動において，米国は，IAEAの
査察によって北朝鮮の核計画の隠蔽体質が明ら
かになるにつれて，北朝鮮に対する抑止及び国
際的圧力を強めた．特に，クリントン政権が，
1992 年 10 月以降，「チーム・スピリット」の
再開という軍事的威嚇手段を用いて，北朝鮮に
対して査察の受け入れを強く促したことは，第
3区分までの対外行動では見られない攻撃的行
為であった．さらに，利害を共にする日米韓に
よる 3カ国会議を初めて開催するなど，これま
で以上に強い国際的圧力を北朝鮮に対して行使
した．
　第 4区分では，国務省資料などの一次資料が
乏しく，脅威認識が「潜在的脅威」から「脅威」
へ転換した時点を特定することは困難である．
しかし，1992 年頃に「情報欲求」が脅威の様
態までその意味を拡大させ，1992 年 10 月以降
に対外行動として具体的な軍事的威嚇を実行し
たことを考慮すると，少なくとも，第 4区分で
も「情報欲求」と対外行動の相関性が確認され
よう．

⑹��第 5 区分：北朝鮮のNPT脱退後（1993 年
3月から 1994 年 10 月まで）

① ICの活動：脅威の様態の解明を重視
　北朝鮮は，1993 年 3 月，NPTからの脱退を
宣言した．北朝鮮は，NPT脱退の理由として，
「チーム・スピリット」は核戦争の演習に他な
らず，NPT及び南北非核協定の精神を侵犯し
たこと，IAEAの特別査察要求が北朝鮮を武装
解除させる強力な軍事行動であることを挙げて
いる．この状況に関して，ICは北朝鮮が採り
うる行動の選択肢としてNPT脱退の可能性を
事前に指摘できなかった（オーバードーファー，
2002 年，328─329 頁）．NPT脱退宣言の数日前
に実施されたCIAの分析資料にも，「チーム・

スピリット」実施に対する北朝鮮の動向を「通
常の反応」と評価しており，北朝鮮の行動にお
ける特異事項についての言及はなかった（CIA，
1993 年①）．
　ICは NPT脱退直後にその背景の解明に尽力
した．CIAは，北朝鮮がNPT脱退宣言という
強硬姿勢を示した理由として，①「チーム・ス
ピリット」を利用して米国の脅威を受けている
ことを正当化するため，②北朝鮮政府が大国と
の妥協は敗北に等しいという「勝ち負け」のみ
で国際政治を判断する思考を有しているため，
③冷戦崩壊に危機感を持った金日成主席が政権
維持を目的として国内に対してアピールするた
め，と指摘している．そして，その理由の中で
も，CIAは，④ IAEAの更なる査察によって
核計画に関する新たな不正が発見されることを
妨害するため，との見解を強調している（CIA，
1993 年②③）7）．これらの見解から，第 4区分
の分析に引き続き，核兵器開発「能力」を隠蔽
して開発を進める北朝鮮の強い「意図」を前提
として分析を進めたことが伺える．
　NPT脱退宣言以降，ICは，北朝鮮の核兵器
製造の実現が近いこととその危険性をこれま
で以上に強調している．CIA・国防総省幹部
は，北朝鮮が核弾頭を搭載できる弾道ミサイル
「ノドン」・「ノドン 2号」を開発しており，今
後 10 年で米国本土を直接攻撃できる大陸間弾
道ミサイル（ICBM）も開発可能である旨言及
した（ラヂオプレス，2005 年）8）．さらに 1993
年 12 月に発表した国家情報評価（NIE）で
は，北朝鮮がすでに核兵器製造に必要な材料
を持っている可能性は「5割以上」と分析して
いる（オーバードーファー，2002 年，359 頁）．
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7）見解④のみが，NPT脱退宣言直後に作成さ

れた 2つの CIA資料の双方で言及されていた．
8）これまでも北朝鮮のミサイル開発を指摘す

る「情報」を生産してきたが，あくまで他国への
ミサイル売却の懸念に焦点を当てており，核弾頭
を搭載できる可能性を強調したのは 1993 年頃から
だとみられる（ラヂオプレス，2007 年）．
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このように，ICは，北朝鮮の核兵器の完成が
決して遠い未来ではなく，その核兵器が米国本
土に対する「脅威」となりうることを殊更表明
している．これらの「情報」が，ICがもはや
北朝鮮の核兵器開発の「脅威」の有無を判定す
る段階を終了したことを示唆している．
　以上から，北朝鮮のNPT脱退宣言を契機に，
IC の活動が，対外政策決定者の脅威認識のた
めに実施する「脅威」の有無の解明よりも「脅
威」の様態の解明に重心を移行させ，さらに，
「脅威」に対処する政策決定への支援を企図し
たと読み取れる．1─2 で提示した合理的意思決
定過程モデルによれば，IC は，対外政策決定
者が行う①脅威の認識のためから，②対応策
の複数設定，③予測される結果の分析のため
への「情報」を生産することを重要視したの
である．
②対外行動：米朝直接対話への政策転換
　1993 年 3 月の北朝鮮のNPT脱退宣言は，米
国のみならず，国際社会全体に大きな衝撃を与
えた．北朝鮮がNPT脱退を実行すれば，東ア
ジアの安全保障環境のみならず，地球規模の核
拡散防止体制の根幹が崩壊する事態になりうる
ためである．北朝鮮のNPT脱退宣言に対応す
るために米国は国際社会へと働きを活発化さ
せた．米国は，1993 年 4 月，NPT受託国であ
る英国・ロシアとともに北朝鮮のNPT脱退宣
言への非難と脱退の再考を促す共同声明を発表
し，国連安全保障理事会ではNPTと IAEAを
支持する議長声明を採択した．翌 5月には国連
総会及び安全保障理事会で北朝鮮がNPTに留
まることを呼びかける決議を採択し，北朝鮮の
同盟国である中国を含む国際社会全体で北朝鮮
の核問題に対する対応方針を一致させた（キノ
ネス，2000 年，136─142 頁）．
　さらに，米国は北朝鮮からの働きかけに応じ
て直接協議に臨んだ．米朝高官協議第 1ラウン
ドは 1993 年 6 月に開催され，米国による北朝
鮮の安全保証の確約と米朝の公式対話の継続で
合意し，これと引き替えに北朝鮮が必要と認め

る限りNPTからの脱退を保留する内容の共同
声明を発表した．さらに，翌 7月に米朝高官協
議第 2ラウンドが開催され，現在の黒鉛炉の代
わりに軽水炉の導入を支援・検討し，これを朝
鮮半島の核問題の最終的解決の一環として行う
ことで合意した．これらの協議によって，北
朝鮮のNPT脱退という危機は一時的に回避で
きたが，IAEAによる特別査察に関して進展
がなかったため，米国は，南北間及び北朝鮮・
IAEA間で核問題に関する真剣な協議が実施さ
れない限り米朝高官協議第 3ラウンドを開催し
ないと明言した（オーバード－ファー，2002 年，
334─341 頁）．
　北朝鮮は，米朝高官協議第 2ラウンド後に韓
国，IAEAと核問題について協議を行い，米国
とも国連代表部を通じて接触していたがほとん
ど進展しなかった．北朝鮮の核問題を巡る交渉
が膠着状態に陥っていることに対して，米国は
北朝鮮に対する厳しい対応を望む世論を背景に
徐々に軍事的抑止を強め，本格的な戦闘も想定
した軍事的措置の準備に入った．具体的には，
韓国に地対空ミサイル・パトリオットの配備の
検討を開始し，1994 年 4 月末に実際に配備し
た．さらに，1994 年 1 月，韓国国防省が，北
朝鮮が IAEAの特別査察を受け入れなければ
「チーム・スピリット」を実施すると発表した
（オーバードーファー，2002 年，342─348・351─
352・366 頁）．
　米国は，米朝交渉が行き詰まるにつれて，北
朝鮮の核兵器開発に対する危機感を強めてい
た．クリントン大統領は，1993 年 6 月，訪韓
中にDMZを訪問した際に「核兵器を開発しよ
うとしても意味がない．万が一，核兵器を使う
ことがあれば，それは北朝鮮の終焉を意味する
からだ」と発言したほか，同年 11 月にも，テ
レビ番組で「北朝鮮に核爆弾を開発させてはな
らない」と主張した．また，アスピン国防長官
も，同月，記者団に対して「北朝鮮は飢えてお
り，このまま飢え死にするか戦争で死ぬかのど
ちらかだ」と，今にも戦争状態になりうる誤解
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を与える発言を行った（オーバードーファー，
2002 年，338・345─346 頁）．さらに，1994 年 2
月に就任したペリー国防長官も，同年 4月，北
朝鮮が核兵器を 2個開発している旨発言してい
る（ラヂオプレス，2005 年）．レイク大統領補
佐官は，「フォーリン・アフェアーズ」誌 1994
年 3 月・4月号で，北朝鮮の核計画を「我々に
とって焦眉の最重要問題である」と指摘し，「北
朝鮮が核武装すればアジアにおける米国の安全
保障とグローバルな核不拡散体制は著しく危機
にさらされる」との憂慮を明らかにした（菱木，
2000 年）．政府高官の一連の発言によって，北
朝鮮は核兵器を開発するのに十分な「能力」を
備えており核兵器製造がすぐにでも実現しう
るような印象を世論に与える結果となった9）．
この危機感は，政府高官の発言だけではなく，
1994 年 2月の「国防報告」にも現れている．「国
防報告」では，北朝鮮の侵略の脅威が続いてい
るとして，同地域全体の兵力を 10万人規模に
維持する計画を明記するとともに，装備強化も
検討して北朝鮮の脅威に備える方針を示した
（読売，1994 年）．
　米国の北朝鮮に対する軍事的措置の検討は，
北朝鮮が 1994 年 5 月に IAEAによる監視もな
いまま核燃料棒の取りだし作業を実施したこと
によって，さらに加速することとなった．クリ
ントン大統領の指示により，一時的に北朝鮮と
の交渉の可能性を模索したが進展せず，同年 6
月に IAEAが北朝鮮に事実上の制裁を要請す
る書簡を国連安保理に提出したことによって，
米国は国連安保理で制裁を決議する方針を決定
した．それと同時に，国防総省は軍事的措置
を実施するための軍備増強策を検討するなど，
朝鮮半島周辺の軍事増強計画を着々と進めた
（オーバードーファー，2002 年，361─382 頁）．

　米朝の軍事衝突が現実味を帯びる中，1994
年 6 月のカーター元大統領の訪朝によってその
危機は回避された．カーター元大統領が金日成
主席と面談した結果，両者は，米朝高官協議第
3ラウンド終了まで核計画の一時凍結，追放を
指示していた現地駐在の IAEA査察官の残留
などで合意した．米国は，この合意によって国
連安保理の制裁決議に向けた外交協議及び韓国
への米軍増派計画の中止を決定し，翌 7月，米
朝高官協議第 3ラウンドを開催した．第 3ラウ
ンドは，金日成主席の死去により一時延期さ
れたものの，翌 8月には再開され，同年 10 月，
米国と北朝鮮は核問題に関する枠組み合意を締
結した．米朝枠組み合意の内容は，①米国は国
際事業体を組織して，2003 年を目途に 2000 メ
ガワットの軽水炉を提供し，その代わりに北朝
鮮は現存する原子炉と関連施設凍結して IAEA
の監視下に置くこと，②北朝鮮は特別査察を受
け入れ，軽水炉計画が完了する 10 年以内に現
存の核施設を解体すること，③米国が年間 50
万トンの重油を提供すること，④両国は双方の
首都に連絡事務所を設置し，米国は北朝鮮の安
全を保証すること，⑤北朝鮮は 1991 年の南北
共同宣言を順守すること，であった（オーバー
ドーファー，2002 年，377─419 頁）．
③�第 5区分における脅威認識，「情報欲求」，対
外行動の相関性
　米国の対外政策決定者は，第 4区分から北朝
鮮の核兵器開発の「脅威」を認識していたが，
北朝鮮の核問題解決への緊急性を認識せず，断
固とした行動をとる必要がないと判断していた
（キノネス，2000 年，55─57 頁）．しかし，北朝
鮮のNPT脱退宣言という予想し得なかった強
硬手段によって，緊急的に対処しなければなら
ない「脅威」と認識するに至った．
　第 4区分の「情報欲求」は既に脅威の様態を
含めた内容に変化していたが，第 5区分では，
対外政策決定者が「脅威」の有無の判定を完了
し，「能力」・「意図」の解明の必要性が減少し
たことから，「脅威」に対処する政策決定への

　　　　　　　　　
9）米国世論調査において，北朝鮮の核兵器開発

を米国の最も深刻な外交問題と考える人が約 31%
に達し，他の問題を引き離す結果となった（オー
バードーファー，2002 年，346 頁）．
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支援のために必要な脅威の様態に関する「情報
欲求」へ重心が移行した．
　対外行動においては，クリントン政権は，第
4区分から北朝鮮が IAEAの査察を拒否するこ
とを前提として，それに対応するために抑止と
国際的圧力に，具体的な軍事的威嚇を組み込む
対外行動を展開していた．さらに，北朝鮮の
NPT脱退宣言は米国が想定した査察拒否より
もさらに強硬的な行動であったため，対外政策
決定者は，これまで以上に北朝鮮の核兵器開発
の危険性を強調する「情報」を提供されたこと
によって，本格的な直接交渉を試みるとともに，
具体的な軍事行使計画を検討するまで攻撃的行
為の程度を高めることになった．
　第 5区分では，脅威認識，「情報欲求」，対外
行動ともに，第 4区分で確認された状況が進展
したものの，これまでの性質を大幅に転換させ

るような変化はみられなかった．但し，第 5区
分でも，「情報欲求」と対外行動の相関性にお
いて，小幅ながら連動的な変化が確認できる．

おわりに

　以上のように，「情報欲求」に着目した対外
政策決定者の脅威認識と対外行動に関する分析
モデルを用いて，対外政策決定者の脅威認識
が拡大するよりも先行して「情報欲求」に変化
が生じ，同時に対外行動も変化するという両者
の相関性についての仮説を提示した．そして，
1980 年代初頭から 1994 年までの米国の対北朝
鮮政策決定過程を事例として本仮説の実証を試
みた（表 1）．
　表 1によると，本仮説の通りに，脅威認識
よりも時間的に先行してほぼ同時期に「情報
欲求」，対外行動に変化が生じていることから

表１　本事例における北朝鮮の核兵器拡散の脅威認識，「情報欲求」，対外行動
出来事� 脅威認識� 「情報欲求」� 対外行動�

第 1区分�
1982
～

1985.12�

82　原子炉建設発見�
85　北朝鮮NPT加盟�

「認識しない」→「兆候の察
知」�
・核施設建設は韓国への軍
事行使の一つの要素とし
て認識�
・「情報」が核兵器開発能力
の解明を考慮していない�

「能力」の解明（脅威の探知）
・当初（1982 年）から「情報」
が北朝鮮の核兵器拡散の
「能力」の解明を重視�

従来の抑止政策＋国際的圧
力�
・核施設の発見後（1982 年）
から国際協調による対北
政策を実施�

第 2 区分�
1985.12
～
1989

88　大韓航空機爆破事件�
89　核燃料棒の取り出し�

「兆候の察知」→「潜在的脅
威」�
・北朝鮮の核兵器開発の
「能力」の存在を把握�
・1989 年頃に「潜在的脅威」
を認識�

「能力」＋「意図」の解明�
・「能力」が将来的に存在
することを確信�

・1987 年には「意図」 の
解明も含むようになり，
1989 年頃，「意図」の解
明へ重心を転換�

直接対話を開始�
・国際協調の強化�
・1988 年に北朝鮮の直接対
話を開始�

第 3 区分�
1990
～
1992.5

91　�朝鮮半島非核化共同宣
言�

92　初の米朝高官協議�
　　保障措置協定締結　

「潜在的脅威」�
・各種行政文書で北朝鮮の
核計画に対する懸念につ
いて言及�

「意図」の解明�
・対外政策決定者が「意図」
への関心を示唆�

・「情報」が「意図」へ向
けられている�

変化なし�
・北朝鮮の対米姿勢の軟化
により，対北強硬姿勢を
弱めたが，基本的な方針
に変化なし�

第 4 区分�
1992.5
～
1993.3

92　通常査察開始�
93　�「チーム・スピリット」

再開　

「潜在的脅威」→「脅威」�
・北朝鮮への強硬姿勢�
・「情報」によって「能力」
「意図」の存在を確信�

「意図」の解明＋脅威の様
態の解明�
・1992 年頃から脅威の様態
の解明を含めた�

軍事的威嚇を実施�
・1992 年の「チームスピ
リット」再開で軍事的威
嚇を実施�

第 5 区分�
1993.3
～

1994.10

93　NPT脱退宣言�
　　米朝高官協議�
94　カーター訪朝�
　　米朝枠組み合意　

「脅威」を認識�
・緊急的に対処しなければ
ならない「脅威」と認識�

脅威の様態の解明�
・「脅威」を既に認識した�
・IC の活動の変化�

直接交渉＋軍事行使計画の
策定�
・NPT脱退宣言という予想
外の強硬姿勢への対応�

　著者が作成
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両者が相関性を持っていることが伺える．こ
の結果は，「情報欲求」が，対外行動の特徴
に少なからず影響を与えている事実を提示し，
脅威認識の内容如何で対外行動が決定される
というリアリズムの仮説と現実の乖離を説明
する要素となりうる．ナイは，安全保障のジ
レンマなどの国際政治の構造的特徴から導き
出される結果が必ずしも不可避的なものでな
く，国際政治が持つ自由度によってその結果
が変化すると指摘するが（ナイ，2007 年，23─
26 頁），本稿の結論は，この「自由度」が持つ
メカニズムを考察する作業と言えるだろう．
　また，「情報欲求」の対外行動への影響力か
ら，国家にとって ICが，一般的に認識されて
いるような対外政策決定の支援機能だけに留ま
らず，「脅威の知覚」という国家の生来的な機
能を担っているとみなされる10）．
　一方，本稿では，対外政策決定者と ICを自ら
の任務に基づいて合理的に行為する主体とみな
し，個人的利益のために行動する可能性を捨象
した．対外政策決定者と ICの政治的思惑などに
基づく活動から指摘される「情報の政治化」11）の
問題は，インテリジェンス・サイクルとともに
米国のインテリジェンス研究の中核をなす論点
であり（小谷，2007 年，94─95 頁），今後「情
報の政治化」の問題と本稿で示した対外政策決
定者の「情報欲求」モデルとの整合性が研究課
題として考察される必要があろう．
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